
』

三重短期大学地域問題総合調査研究室通信第8号 1986年3月31日発行

題字岡本佑次学長

鳥羽市観光の現状と推移

柴橋正昭

胤羽市は昭和21年に伊勢志犀国立公園の脂

定を受けて以来、海洋観光都市として発展し

てきた。

鳥羽市周辺に散在する緑の島々、青い海、

温畷な気候と恵まれた自然景観や観光猪施設

は、国内外の人々に高く評価されている。近

年の岨光レジャー指向性の高まりの中で、胤

羽市を訪れる観光客は順調に地加し、伊勢志

摩国立公園の中心地としての地位を高めてい

る。

1．観光客の流れ、伊勢志摩における鳥羽の

位世付け

伊勢志摩地区（2市8町）における昭和59

年度の総日帰客数については、伊勢市の864

万人に対して、鳥羽市は590万人であり、伊

勢市がこの地区の中心地となっている。とこ

ろが、昭和60年度の総宿泊客数については、

伊勢市の25万人に対して、鳥羽市は233万人

であり、鳥羽市がリゾート地としての圧倒的

な優位さを誇っている。また、宿泊施設の総

収容人員に関しても、鳥羽市は20.651人（昭

和59年現在）でこの地区全体の約45影を占め、

伊勢志摩国立公園内の中心的存在となってい

る。

しかし、鳥羽市と奥志摩地方には交流が少

なく従来より回遊性の欠如が指摘されている。

このため、広域肌光ルートの整伽が必要とさ

れる。この場合には、観光施投と交通体系と

いう2つの問題を解決せねばならないであろ

う。更に、奥志隈地方の観光施設の整備・充

実、近鉄の複線化に伴ない、通過客が増加し、
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鳥羽市は、伊勢志摩の「盲腸的」存在になる

危険性も考えられる。このため、鳥羽市観光

の付加価値を高め魅力ある観光地へと再生す

べき時期に来ているといえるであろう。

2．人込客、宿泊客の推移と現状

観光客数は昭和49年に500万人に達して以

後、枇ぱい状態であったが、昭和59年に10年

ぶりに500万人台を回復している。しかし、

観光客数．宿泊客数の推移と現状をより詳細

に把握するために､昭和50年を100とした指数

でみれば、昭和58年には106、昭和59年には

ラッコプームにのって132となっているにす

ぎない。それに対して、宿泊客数は毎年着実

な伸びを示しており、同様に､昭和50年を100

とすれば、昭和59年には191となっている。

これは、一方では、観光のタイプが滞在型に

なってきたこともあるが、他方では、宿泊施

設の新・増築による収容人員の期加にもよる

ところが大きい。

順淵な伸びを見せている宿泊客数にもその

内容を見れば問題がないわけではない。宿泊

者の栂成を分析すれば、個人・家族グループ

の観光客が59％に対して、一般団体客は37形、

学生団体が2％と特に学生団体が少ないのが

特徴的である（昭和59年）。このため、今後

は団体観光客の卿大に積極的に取り組まねば

ならない。具体的方粟としては、①一般団体

に対しては、コンベンションシップ、国際会

議場、セミナーハウスなどの投迩による会錨

・慰安旅行等への取り組みが考えられ、②学

生団体に対しては、烏めぐり博物館や歴史民



俗資料館、海の博物館など社会教育的観光施

設の充実による修学旅行客の増大をはかるな

どが考えられよう。

伊勢志摩国立公園観光レクリエーション入

込客数全体に対する鳥羽市の比亜が年々低下

してきており、近年の不況により観光客数自

体の伸び率が低下してきているので、今後も

観光客の伸びを期待するためには、誘致対簸

に積極的に取り組むべき必要がある。統叶資

料から宿泊客の50影以上が近畿地方（特に、

大阪府からは25％）から来ていることが明ら

かである（昭和59年）。このため、今後は、

近畿地方以外の誘客に種極的に取り組む必要

があるだろう。そのためには、①全国的な誘

客キャラバンの実施（例．昭和59年の県観光

課の東京における誘客イベント）、②広域的

な宣伝活動（「美しくに伊勢志摩』のような

隣接市町村との共同宣伝）の充実、③観光関

係団体との迎拠の強化などの対策をとり、鳥

羽のイメージアップとコマーシャルキャンペ

ーンを今後とも推進してゆくべきであろう。

3．観光費源と観光業

鳥羽市の観光資源としては、いわゆる観光

施設のみでなく、海・離島・豊かな緑にめぐ

まれたすばらしい自然景観、適跡と九鬼水皿

を袖とした豊かな歴史、祭りと郷土文化、覗

光地としてのまとまりのある街並み、海の幸

いっぱいの食文化、宿泊施設、シュッピング

（観光商店街）など多方面のものが考えられ

る。これらの観光資源に付加価値をつけ、観

光客にアピールするためには、鳥羽市周辺地

域の埋もれた文化（神社仏閣等）と歴史の発

掘およびイメージアップ、地域のイベントや

祭りの紹介が必要であろう。

鳥羽市の主要な観光施設としては、①ミキ

モト真珠島（昭和26年）、②鳥羽水族館（昭

和30年）、③金刀比馳宮鳥羽神社（昭和31年）、

④イルカ島海洋遊園地（昭和34年）、⑤海の

博物館（昭和46年）、⑥鳥羽展望台（昭和48

年）、⑦鳥羽ぶらじる丸（昭和49年）、③鳥

羽カントリークラブ（昭和50年）などがあげ

られる（カッコ内は開没年庇）○利用状況は

①が圧倒的で、②、⑦なども多い。但し、昭

和59年度については、ラッコプームにのった

②が観光施設利用者全体の41.7影と圧倒的で

ある。
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これら観光施設の中心的なものが国通167

号をまたいで駅よりの海岸方面に偏在してい

るため、観光客の流れに回遊性のないのが特

徴である。また駅前・中心地区に観光施股が

密巣した短期滞在型の観光都市ともいえる。

観光客の約半数の260万人（44.2影）が観光

パス、マイカーなどを交通手段として利用し

ていること、観光施設が駅周辺に集中してい

ること、さらに駐車鳩の不十分な水族館が国

道167号の内陸側（中心地区内）に存在する

ことなどから、週末および祝祭日の著しい交

通渋滞、駐車場不足の問題を深刻化させてい

る。このため、今後は、駅前地区のみにとど

まらない多橡な観光資源を持つ長期滞在型の

観光都市を目指して釜伽されねばならない。

また、観光客の欲求が多様化・高度化し、

見て楽しむだけでなく、活動的・創造的な要

素を要求している。このため、新たな活動的

施設（プール、テニスコート、ゲートポール

場、ゴルフ場、アーチェリー、海水浴場、芸

術村など）の導入も必要となるだろう。

次に、宿泊施設について考察してみよう。

昭和40年代頃から、旅館・ホテルの新築・増

改築が活発化し、民宿も急増した。宿泊施設

の所在の中心は鳥羽・小浜・安楽島地区であ

るが、鏡浦・長岡地区の海岸部および雌島地

区においても急地している。この桔果、旅館

業者間の瞳争が激化し、宿泊施設の稼助率の

低下という現象を招くに至っている。現在、

民宿・旅館を平均して稼動率は約30影程度で

あり、全国平均の42％よりもかなり低いのが

現状である。このため、経営内容の悪化に陥

っている業者も多い。新築・増改築に伴ない、

過剰な投備投資をし、資金繰りが悪化し、そ

の結果、宿泊料金等のダンピングが行われ、

宿泊料金の上では民宿との逆転現象が生じて

いるところもある。財務内容の悪化を付帯収

入（ホテル内の売店・クラブなどの収入）で

補充しているが、これが総売上高の30～40妬

にものぼるところがある。反面、ホテルや旅

館に出店する商店の出現が、商店街本店にお

ける営粟活動の減退や商店街の個々の商店に

とっての過亜投資という現象をもたらしてい

る。

以上、本項における問題点に対しては、次

の梯な対箪が必要とされるであろう。①宿泊



施設の整備（防災など安全対策の強化）②

施設利用のオールシーズン化③誘客宣伝の

努力④地域に合った独自商品（土産物など）

の側発⑤観光客のニーズに対応できる体制

づくり⑥新しい観光志向に合った娯楽施設

の充実⑦接客謝習会の実施による従業員の

資圃向上③調理士学校の設皿による自前の

凋理士の養成

4．観光行政

鳥羽市の行政施策は、これまで離島対策、

道路、交通、水道、住宅、保育（福祉）、教

育、文化の面に重点がおかれ、観光都市であ

りながら、街づくりの中に観光を位世づける

視点が弱かった。観光行政としては、「鳥羽

市民の自然と理境を守る条例」、「防火施設

設殴促進のための利子補給」などの規制・誘

導の面に限られ、長期計画の中でも中心的位

硬を占めていなかった。「SF未来館撤去訴

訟」など住民の動きもみられる。

鳥羽観光は、近鉄、名鉄、三交などの大手

資本や、ホテル、旅館、民宿などの民間資本

により育成され発展してきたのが現状であり、

鳥羽市の観光行政は、「観光」と「街づくり」

の結合という観点からは必すしも十分であっ

たとはいえない。今後は、行政は強力なイニ

シアティブを発揮すると共に、コーディネー

ターとしての役割を務め、民間資本、地域住

民が主体的に参加できる条件づくりを行って、

全体的・長期的視点に立った観光振興を勧め

るべきである。このためには、行政当局は一

用の企画力・調整力・実行力を要求されるこ

とになるであろう。

今後、鳥羽市行政当局は、(1)観光資源の保

謹と(2)観光施設・観光逃盤の整備という2つ

の住を中心として観光行政を行わねばならな

いであろう。そのためには、次の梯な点に留

意すべきであろう。

(1)観光資源の保護

①「鳥羽市民の環境と自然を守る条例｣(昭

和48年）や「緑のマスタープラン」（昭

和56年）等による自然職境（磯・岬・砂

浜・海岸線など）の保全の一層の推進。

②上記条例に基づく「自然保謹協定の締結

および汚排水の排出に関する指導要綱」

（昭和49年）による水産箇源の保護（排

水等による海洋汚染の防止。
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③文化財、史跡を保存・修復して観光圃源

として整側する。

(2)観光施設・観光基盤施設の整備

①海浜レクリエーション施設開発②鳥羽

駅周辺の現境整価（駅前再開発）③文化

的施設の設皿および観光レジャー施股・ス

ポーツ施設の設凪④交通渋滞解消のため

の道路・駐車増の整伽促進⑤観光ルート

の整衝⑥眼光都市としての市民意識（一

体感）の高揚⑦観光と商業の連携を生み

出すための産業教育の推進．③広域的な広

報・宣伝活動、暁致邸業の一届の推進⑨

関係団体との協力による不当販売の防止、

土産物の品質向上への努力

5．観光の今後の動向

観光はかつていわれたような単なる「物見

遊山」ではなく、複雑でテンポの速い現代社

会において、人間が緊張を緩和し、明日への

活力を回復するための亜要な手段となってい

る。

都市におけるジョギングブーム、テニスス

クール、ジャズダンス、エアロビクス、スイ

ミングスクールなどの根強い盛況ぶりを考え

れば、都市化の急速な進展による生活理境の

悪化により、大都市の住民は人間性回彼の場

を自然環境に求めていることがうかがえる。

また、観光レジャーの多様化とともに、レジ

ャー活動は行動的になっている。このため、

「見る観光」から「する観光」さらに「創造

する観光」への転換と、その転換への対応が

必要であろう。現在の鳥羽観光の中心は水族

館をはじめとする「見る観光」である。しか

し、観光客のニーズは「する観光」に移行し

つつある。アフタースイミング等としてのテ

ニス（民宿とテニスコートの結合）等スポー

ツ施設の付設、ヨットハーバー・マリーナ等

の投磁が今後是非とも必要である。今後、ス

ポーツに対する需要は、大都市住民の間に大

斌に発生すると予想されている。特に、快適

な環境の中で手軽にスポーツできる蝋が求め

られている。

以上の様に、近年の所得水準の安定と週休

二日制の普及に伴い、観光需要は質的な転換

をみせながらも今後とも伸びてゆくものと思

われる。このため観光客のニーズの変化を把

掴するとともに、覗光業者が提供しうる施投



・サービスも明確にしなければならない。こ

の2つの側面を調整するのが行政の観光政策

と思われる。

6．蝿羽観光の問題点と解決方向

般後に、鳥羽観光のいくつかの問題点を指

摘することにより、本稲の締めくくりとしよ

う。

まず第1に、鳥羽観光の股亜要資源は複雑

に湾曲したリアス式海岸や点在する多くの島

々が織りなす景観といった自然環境である。

鳥羽市発展の起爆剤を自然資源に求めてゆく

ためには、自然との調和に配虚して整備する

ことが必要である。この点で一番の問題は、

鳥羽の駅を下りても海が見えないことである。

一番街、パールピル、鳥羽ぷらじる丸などが

あるため、海が見えなくなってしまったので

ある。このことは鳥羽の「素朴な良さ」が無

くなったともいえよう。海洋都市というのに

観光客が海と触れ合う場が眺望的にも、触覚

的にも市街地では極めて少ない。海釣り公園

や海洋レクリエーションセンターなどの施設

や帆船パレードなどのイベントにより、鳥羽

市は本当の窓味での海洋都市として再生され

る必要がある。

第2に、観光客の季節的変動の問題である。

鳥羽市は海洋性の観光地なので夏期に観光客

が典中する。さらに、鳥羽市は伊勢志摩地区

全体の45％もの収容能力（昭和60年1月現在、

ホテル・旅館・民宿など計304軒、一日の収

容能力は20651人）がある割には、団体客の

利用が少なく、短期滞在型の観光客が多く、

「（土）。（日）型の観光地」ということがで

きるであろう。ここから、季節的混雑・休日

混雑による各種の問題（駐車場不足・交通渋

滞など）が発生している。この状況を打開す

るためには、長期滞在型施設の充実（会談場、

セミナーハウスなど)や多角的槻能（文化・ス

ポーツ）を有する施設の整鮒などにより、来

訪者の平均化をはかるように努めねばならな

いし、オールシーズン型の観光地として、健

全な余暇利用と休養の蝿として発展させてゆ

かねばならない。

第3に、駐車場不足の問題がある。ピーク

時（ゴールデンウイークの時など年間18日程

度）には3000台分の駐車喝が必要とされてい

るが、現在の収容能力は約1000台であり、通

常はこれで十分である。このため、恒常的な

施設を作らずにピーク時をどう裁くかという

ことが緊急の問腿となっている。国道167号

の内陸部側に中途半賭な駐車場を作るのであ

れば余計に混雑し、生活通路も脅かされるで

あろう°対策としては、①中心地区外に駐車

明を作り、中は歩行者天国にする。②駅前広

鳩を設けて車の円渦な流れを確保する。③中

心地区内に別途メインストリートを設けるこ

と，などが考えられるであろう。しかし、い

ずれの方法も道路体系と合わせた基本的な行

政施策が必要であろう。このため、国鉄用地

払下げに伴なう駅前再開発を行うことが鳥羽

市の緊急の課題として提起されてくる。具体

的対策は本稿ではふれないが、交通渋湘解消

を目指した駅前地区の再開発栂想というよう

に問題を狭く把えず、街づくり全体（商店街

活性化、市内道路体系の見直し、国際観光文

化都市鳥羽の顔づくり、観光行政の市政全体

の中での位徹付けの見直し等）の中で駅前問

題を位世づけることが処非とも必要であると

思われる。

以上のことから、海の景観整備と駅前周辺

整備（中心商店街の整価を含む）が鳥羽市観

光の2つのポイントとなるだろう。それゆえ、

今後、鳥羽市においては「街づくり」の視点

の中に「観光』を位皿づけた行政施策を行っ

てゆかねばならない。

近年の交通網の整伽、モータリゼーション

の進行により、観光客の行動圏が拡大し、奥

地志向が強まっている。また、各観光地の観

光施設の整価により岨光地間の競争も激化し

ている。かかる状況下にあって、観光客のニ

ーズを適確に把握しつつ、観光地としての付

加価値を高め、鳥羽観光の魅力を追求するこ

とが必要である。観光地の個性は、その地域

の歴史と文化によって決まるといっても過言

ではない。ホテルの栂造、観光地の街並み、

食事などが画一化されてゆく中で、今後は鳥

羽の個性を確立することが要求される。これ

まで鳥羽が伊勢志摩観光の中心的存在であり

えたのは、近鉄等の雛備、ホテル・旅館など

の民間投資が旺盛だったからにすぎない。卿

羽市の観光行政は、これまで観光資源を発掘

し、守り、育てる努力において十全さを欠い

ていたのではないだろうか。
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観光を振興するためには、市民を中心とし

た観光関係者の自主努力と国、県の行財政上

のバックアップ、更には、外部関係者のアイ

デア、企画力、経営力、資本などを有効に利

用することも不可欠であるが、何よりも、市

政当局が観光開発のリーダーシップをとって

長期に亘って積極的に観光行政を推進してゆ

くことが必要であると思われる。

〔受入図替一覧〕

本研究室が昭和59年11月～昭和60年1月に受入れた図書は次のとおりです。

地域経済栂造の新展開経済企画庁調査局

郁市をどう生きるかアメニティヘの招待

宮本恵一

自治体労働者像の追究遠藤晃

地域と自治の復権石川錬次郎

不公正な取引方法の手引

一改正一般指定のあらまし一塩田薫範

自治体のOAシステム高寄昇三．渡部和

座村のアメニティとは農村の総合的快適性

を求めて腿村アメニティ研究会

地方行政週番地域開発－その問題と解決一

四柳修

昭和59年版服務関係法令梨

人事院職貝局服務法令研究会

澗報公開と行政秘密，．C､ローワット

イギリスの社会保障政策〔戦後の展開〕

福島勝彦

商経六法（昭和60年版）戸田修三

世界の議会5ヨーロッパ〔Ⅲ〕岡野加穂留

成長都市－その特性分析－

北海道大学ミックス研究会

現代行政全集11経済・金融

高it正己・辻清明

公書関係法令・解説梨（昭和59年版）環境庁

ニューメディア行政田村紀雄

80年代農政の推進方向

農林水産省大臣官房企画室

文化行政とまちづくり田村明・森啓

昭和59年版税法便覧津野修

愉報公開一各国制度のしくみと理鐙

平松毅

むらの再生土地利用の社会化安達生恒

都市叶画法令要覧（昭和58年版）

建股省都市局都市計画課

新・企業誘致時代地域政策研究会

公益企業強〔全訂新版〕北久一

補助金制度－その仕組みと迎川一加謹剛一
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躯例・地方自治第12巻消費者問題

辻滴明

条例研究鐙寄8福祉行政・公有財産条例

高田敏

9地方税条例碓井光明

むらおこしルネッサンス亀地宏

シリーズh0年代の地方自治

11比較地方自治山下茂・谷聖美

12選挙制度鐙谷合端夫

13政治資金松浦正敬・大竹邦実

22公営企業の管理と経営戦略

茄谷亮一・橋本昌

23公営企業の管理と経営戦略

石井隆一・森元恒雄

25自治体の新しい財務管理海老忠彦

26地方税の地位と役割松尾徹人

28地方税における所得課税西川一城

29地方税における資産課税中里滴敏

31職業人としての地方公務員坂弘二

32地方公務員の給与その他の勤務条件

御園慎一郎・松永邦男

35地方公務員の韮務と責任

金子善次郎

36諸外国の公務員制度猪野積

37も0年代の行政管理木村仁

38コンピューター社会と地域行政シス

テ ム小林紘

40政策主導型行財政迎営永田尚久

41現境問題と地方公共団体横田光雄

43都市経営の理念と戦略丸山高満

45地域政策蓉沼朗寿

47地域振興の戦略と応用斉藤恒孝

48特定地域の振興対顕坂井秀司

現代行政全集25法務商辻正己・辻滴明

条例研究叢書7宵少年保護条例・公安条例

奥平康弘

行政学識座1行政の理論辻消明



行政学鋼座,辻澗明

2行政の歴史

3行政の過程

4行政と組織

5行政と環境

土地の経済分析一経済成長過程と土地一

腎野勝広

現代行政全染26郵政高辻正己・辻澗明

若者と都市総合研究開発槻柵

現代の都市政治一比較・実証研究土岐寛

革新都市政策一明日の人間都市・東京

山本正雄・柴田徳衛

地域政治の社会学間場寿一

河川六法（昭和60年版）建設省河川局

建築基単法関係法令梨（昭和60年版）

東京都建築行政協会

行政関迎時邪問題総まとめ（も4年版）

公人社網集部

行政管理便覧（1983年版）

行政管理研究センター

事業税佐々木g久治

自由な子どもの発見山根耕平他

コンピュータ白杏（198←85）

日本憎報処理開発協会

エネルギー六法（昭和60年版）

通商産業省資源エネルギー庁長官官房総務課

現代行政全集4公務員高辻正己・辻滴明

講座差別と人甑第2巻部落Ⅱ

磯村英一他

人間・ヒトにとって教育とはなにか

柴田義松他

人間・ヒトにとって美とはなにか

西郷竹彦他

自然認識の発述と人格の形成

梅原利夫・志隈隅伍

中小企業と異業種連挽

中小企業悩報化促進協会

近畿圏要覧（昭和46年）近畿圏整紺本部

都市問題関係賢料〔Ⅱ〕一地方制度凋査会答

申一覧一

〔Ⅲ〕

大阪府総務部地方課

公害の現況と対策（昭和44年版）

大阪府公害室

公害と東京都東京都公害研究所

地方財政白杏（昭和53年版）自治省

行政法と環境法宮本忠

公害四日市の妃録青空をかえせ

近醗秋太郎

公害行政の総点検解決の道は？加治康二

原点・四日市公害10年の記録小野英二

公書対策桝原勝美

別冊経済評猫創刊号SURmv1ER70

日本評諭社

商店街の研究赤羽幸雄

ショピングモール（普及版）岡並木

第1部商店街の活性化をめざして

第4部実践報告-22例

第5部計画・デザインと推進策

創造型商品開発のノウハウ青柳全

中小企業・成功のセオリー小川英次

わが国の高等教育文部省

ベンチャー技術時代柵成忠男

昭和45年版公害白瞥総理府

高齢化社会の労働者松島岬雄

地方自治体へのOAシステム導入

神戸都市問題研究所

地方財政学米原津七郎

コンピュータ雄命と自治体加川敬

補助金と政椛党広瀬迩貞

現代日本の地方政治家烈田展之

都市の再生と下水通中西醜子

都市間腿一科学的理講と分析

マニュエル・カステル

新たな時代の地域屈用開発加函孝

転換期の地方財政経済予測・財政計画・予

算編成鈴木慶明

地方税の一般理諭丸山高満

労働力調査年報（昭和58年）総理府統叶局

家計調査年報（昭和58年）総務庁統計局

農林水産業に関する地域分析書総覧（昭和58

2年度）農林水産省統計憎報部企画愉報課

現代公共経済鐙田中贋滋

自給都市強大江吉宣

調座差別と人極4民族磯村英一他

現代行政全染18国土高辻正己・辻澗明

生涯教育対策実践シリーズ

〔2〕都通府県の生涯教育システム

〔3〕市町村の生涯教育システム

岡本包治・山本恒夫

自治体における臨騒・委託労働者の法的地位

竹下英男・禰水敏
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昭和59年地方公務員給与の実態

自治省行政局公務員部給与課

税務統計から見た民間給与の実態

国税庁総務課

職業と教育融業指導鐙近瞳大生・有本章

四全総長期展盟作業中間とりまとめ日本

2，世紀への展望国土庁計画・調整局

地方自治小六法（60年版）自治省行政局

コミュニティの生涯教育瀬沼克彰

続・生浬教育強波多野完治

社会教育の自由と自治島田修一

現代行政全典27外交・防衛

高辻正己･辻滑明

地域開発と教育の理論

国民教育研究所環境と教育研究会

地方自治法逐条用語解説辞典大田昭男

生涯教育耶典持田栄一他

〃 f§f料・文献

昭和55年国勢凋在資料シリーズ

Nn4大都市圏の人口

5市町村・人口梨中地区の人口階級別

典計結果総理府統計局

昭和50年国勢調査報告総理府統計局

邦5巻その1全国縄第2部

節5巻全国網第1部

昭和60年版地方財政白諜自治省

観光地づくりの通標

20例にみる観光地づくりの適標Ⅱ

これからの眼光産業’一観光産業の新しい考

え方一日本観光協会

民間委詑批判～その実態とたたかいの方向～

「住民と自治」縄集部

産業柳造強経済学入門躍番'3稲毛満春

社会禍祉の基礎体系一視座の拡大とその展開－

小笠原正他

風営適正化法・条例梨善察庁保安部防犯課

新風営法法令基期集審察庁保安部防犯課

地方自治経営シリーズ地方自治経営学会

2公民のコスト比較

1国が妨げる自治体行革

地域医寂明日の医鯉2青山英康

自治体変革論本田弘

海洋開発極限に挑む技術ビジネスマンの

ための先端技術シリーズ

日本海洋開発産業協会

財政小六法（昭和60年度版）

学隅省房細巣部

都市型自治への転換政策形成と住民参加の

新方向加聴獅子

現代財政箔高橋利雄

地域経済栂造の変貌正徳通弘

地域統計要覧（昭和60年度版）

地域振興整鰯公団企画調査部調査課

スウェーデンの教訓財政危機と福祉社会の

ゆくえ〔ジェトロ鐙書〕米村紀幸

教育小六法（昭和61年版）別冊付録

兼子仁他

地域開発の財政学現代貸本主袈鰻笹30

近鮪宏一

1985年版福祉の本出版目録

全国社会福祉協錨会

工業地域櫛造鎗竹内淳彦

大阪市立大学経済研究所報節28典産業柵造

の転換と日本経済木村敏男他

社会保障研究所研究投替15禍祉政箪の基本

問題社会保陣研究所

新たな時代の地域屈用開発加願孝

現代日本の産業柵造（地補版）粟飯原稔

地域の概念一都市と農村の関係において－

青木伸好

地方目治体の現境アセスメントの運用と実態

一住民参加を中心にして一わかりやすい

環境アセスメントシリーズ19

日本弁謹士迎合会

中・長期経済分析のための多部門叶湿モデル

ー計猛委員会第7次報告一

経済審識会計、委員会

21世紀愉報化と国土一冊報化の進展が人と

国土に与えるインパクトに閲する調査－

国土庁計画・調整局網

昭和59年度市町村における地域政索の動向

地域政顕研究会編

同和行政と市民啓発山本壷

部落問題と基本的人椛の教育村越末男

部落解放教育の地域的形成一自己教育の生成

と展開へ－ 森山渦一

近代「部落史」研究文献目蹄泳旧潔

全国日本部落史料八切止夫

戦後の部落問題研究隙谷俊雄

現代融和教育批判部落解放研究所

同和地域の歴史八切止夫
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同和教育の基礎理鎗東裟和

暮らしのなかの部落問題上田一雄

現代部落解放試苦師岡佑行

入門・同和教育篭東義和

解放社会学双書1マスコミと差別語問題

畷村英一・福岡安則

熱い叫び～被差別部落からの告発～

毎日新聞大分支局

東京の被差別部落西順蔵

近代被差別部落史研究大串夏身

彼差別部落の史的研究安逮五男

部落差別の社会心理学的研究横島章

部落解放運動の史的展開一九州地方を中心に一

新顔東洋男

宗教と部落差別一歳陀羅の考察一仲尾俊博

戦後部落解放論争史（全4巻）師岡佑行

第2巻

第1巻

写真記録部落蔭川滴・東上高志

被差別部落－そこに生きる人びと（西日本縄）

解放新聞社

戦後同和教育史東上高志

〔編集後記〕

60年度の般終号をお届けする。現在地研で

は、Aプロジェクトが、鳥羽駅前再開発柵想

の調査を行なっており、3月に中間報告を鳥

羽市に提出した。本号に褐戦した柴橋氏の｢鳥

羽市眼光の現状と推移」も、この中間報告を

作成する過程での原稿である。大方の批判を

あおぎたい。なお、Aプロジェクトはひきつ

づき凋査研究をつづけ、61年度中に本報告宙

を鳥羽市に提出する予定である。

Bプロジェクトは、三重県の同和地区生活

実態調査（昨年11月1日実施）に協力し、そ

の調査票の分析を行なっている。本年度中に

三m県に中間報告を提出し、来年度本報告を

提出することになっている。また、県の生活

実態調査が猫抽出調査であったのにたいして、

全数調査を実施した市もある。名狼市、鈴鹿

市、桑名市で、そのうち前2市については、

Bプロジェクトが分析の委託をうけ、3月中

に、実態調査の分析票を両市に提出した。

Cプロジェクトは、来年度の津市民の生活

怠識調査の実施（アンケート方式）にむけて
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被差別部落一そこに生きる人びと（東日本縄）

解放新聞社

差別と私たちの暮らし「同和」教育の新しい

視点古田猪三己

差別の壁の前で神戸新聞社会部

同和政策の歴史藤野魁

入門現代部落解放鎗一水平社の宣言.．綱

領の粉神を復柵する一小森剛邦

差別意識の梢況と変革八木晃介

人椛間遡と同和教育磯村英一

同和問題と同和対策磯村英一

社会啓発の理論と課題部落解放研究所

差別の意識榊造八木晃介

都市社会と差別塩見鮮一郎

反差別メディア誼新聞記者として

八木晃介

垂別と排外卒伍への出発石田郁夫

あいつぐ差別（1980）

（1981）

（1983）

部落解放同盟大阪府連合会

単価作業を着実にすすめており、中間報告3

本が「家政研究』第34号に掲戦された。昨年

度の自主研究の研究成果とともに、RPRI

OUTPUTとして、その成果を来年度公表す

ることにしたい。

ところで、地研室長の山田全紀教授が、大

阪産業大学に、61年4月1日付で転任される

ことになり、本校を退鞍される。氏は設立2

年目の地研迎営の全般にわたって、その基盤

整術に指導性を発揮された。特に現在筑定中

の「地研発展計画」は今後の地研の進むべき

途を示したものであるが、現在の地研が抱え

ている問題点を整理し、研究員の多棟な意見

を集約してゆく上で、氏の果した役割は大き

い。氏はまた、『生涯教育・同和問題』プロ

ジェグトの責任者として研究活動を指導した。

避盤の整わない現在の地研を迩営してゆくに

あたって、氏は常に「健全な批判輔神」の大

切なことを強調してこられたが、われわれも

その点に留童し、今後の地研の進むべき方向

を誤まらないよう心がけたい。（岩瀬）


